
●平成20年度　一般会計予算（歳入） （単位：千円）

20年度 19年度

  1 市税 8,519,754 8,291,708 2.8 33.9 33.6
市民税や法人税、固定資産税など、市民の皆様に納め
ていただく税金です。歳入予算の約3分の1を占めていま
す。前年度比2.8％の増となっています。

  2 地方譲与税 182,877 180,758 1.2 0.7 0.7
国が徴収する国税のうち、一定の基準で県や市町村に
譲与されるものです。対前年度比1.2％増となっていま
す。

  3 利子割交付金 26,137 15,338 70.4 0.1 0.1
県に納められた利子割税額のうち、約5分の3が市町村
に按分して交付されます。

  4 配当割交付金 20,246 19,476 4.0 0.1 0.1
株式などの配当に係る県民税のうち、3分の2程度が市
町村に交付されます。

  5 株式等譲渡
    所得割交付金

  6 地方消費税

    交付金

  7 自動車取得税

　　交付金

  8 国有提供施設等
　　所在市町村助成
　　交付金

  9 地方特例交付金 102,042 90,914 12.2 0.4 0.4

児童手当特例交付金と、住宅ローン等特別税額控除に
伴う減収を補てんする特例交付金（平成20年度新設）、
恒久減税による減収を補てんする制度であった減税補
てん特例交付金が廃止されたことに伴う経過措置として
設けられた特別交付金として、国から市町村へ交付され
ます。

 10 地方交付税 4,317,935 4,330,989 ▲ 0.3 17.2 17.6

全国の市町村が行政サービスを一定の水準で行えるよ
うに、国が交付する財源です。合理的基準で算定される
普通交付税と、特別な事情を考慮して交付される特別
交付税があります。

 11 交通安全対策

　　特別交付金

 12 分担金及び

　　負担金

 13 使用料及び

　　手数料

 14 国庫支出金 4,994,749 5,044,862 ▲ 1.0 19.9 20.5

市の事業に対して国から交付される補助金などを国庫
支出金といいます。児童手当などの国庫負担金、公園
整備事業費などの国庫補助金、国民年金事務交付金な
どの国庫委託金があります。

 15 県支出金 1,660,567 1,565,321 6.1 6.6 6.3
県が特定の事務事業に要する経費の財源として市町村
に交付するものです。国庫支出金と同様に負担金、委
託金、補助金に分類されます。

 16 財産収入 176,067 157,251 12.0 0.7 0.6
宜野湾市が所有する財産のうち、公用若しくは公共用に
供された財産を除いたものから生じた収入をいいます。
軍用地料、株式配当金、基金利子収入などがあります。

 17 寄附金 40,002 70,105 ▲ 42.9 0.2 0.3 市民の方々や団体などからいただいた寄附です。

 18 繰入金 1,006,508 875,507 15.0 4.0 3.5
基金からの繰入金や、特別会計の剰余金の全部又は
一部を一般会計の財源に充てる特別会計繰入金をいい
ます。基金とは市の貯金です。

 19 繰越金 1 1 0.0 0.0 0.0
予算であまった剰余金は、翌年度の財源へ繰り越され
ます。

 20 諸収入 304,852 188,573 61.7 1.2 0.8
他の予算科目には組み入れることのできないもので、利
子や延滞金などです。

 21 市債 1,758,500 1,831,500 ▲ 4.0 7.0 7.4

市の借金です。市の事業はできるだけ借入をせずに行
うことが原則ですが、将来の住民にも経費を分担させる
ことが平等である場合や、公共施設の整備など臨時的
に多額の費用が必要な場合などに財源とします。

合 計 25,116,000 24,665,000 1.8 100.0 100.0

2.5624,004

県に納められた株式等譲渡所得税額のうち、3分の2程
度が市町村に交付されます。

消費5％のうち、国に4％、地方1％配分され、地方分1％
のうち半分が市町村に交付されます。2.6652,324

0.012,085 0.0▲ 34.6

県に納付された自動車取得税から徴税費を控除した額
の10分の7相当額が市町村に按分交付されます。0.366,987 0.2

▲ 4.3

531,056

7.4

3.4

▲ 4.9

351,790

▲ 7.2

7,904

道路交通法の反則金から定められた経費を控除した額
が、市の交通安全対策のために交付されます。0.115,000

62,150

0.114,267

米軍基地、または自衛隊基地に使用させている固定資
産がある市町村に国が交付します。2.1513,666 2.1

市が実施する特定の事業によって利益を受ける者か
ら、経費の全部又は一部を徴収するものです。主なもの
に、保育料（児童福祉費負担金）などがあります。

1.7414,592

市営住宅、体育施設など、市の財産を利用した受益者
から実費負担的に徴収するものが使用料で、各種証明
の発行など役務に対する経費を負担してもらうのが手数
料です。

1.7414,983

1.3327,652 1.4

予算構成比
予算の説明款 20年度予算 19年度予算 伸率

▲ 0.1



●平成20年度　一般会計予算（目的別歳出） （単位：千円）

20年度 19年度

  1 議会費 290,851 297,461 ▲ 2.2 1.2 1.2
議会を運営するための費用です。議員報酬や会
議録作成にかかる費用などが含まれます。

  2 総務費 3,070,096 3,526,454 ▲ 12.9 12.2 14.3

全般的な管理事務、企画調整事務、財政・財務
管理事務に要する費用や財産の管理、戸籍、統
計、徴税、選挙、職員人事に必要な経費などを
計上する科目です。

  3 民生費 9,316,941 9,013,309 3.4 37.1 36.5

民生費は、住民が一定水準の生活と安定した社
会生活を保障するために必要な経費です。社会
福祉費、児童福祉費、生活保護費などです。一
般会計歳出の約3分の1以上を占めています。

  4 衛生費 1,945,892 1,846,516 5.4 7.7 7.5

市民が健康で衛生的な生活環境を保持するため
の経費です。母子保健事業や住民検診などの保
健衛生費、ゴミ処理関連経費などの清掃費があ
ります。

  5 労働費 69,926 67,900 3.0 0.3 0.3
シルバー人材センター事業、勤労青少年ホーム
管理費があります。

  6 農林水産業費 119,880 81,277 47.5 0.5 0.3
農業委員会事務運営費、農業振興、畜産事務運
営費などの農業費、林業緑化振興などの林業
費、水産業振興等の水産業費があります。

  7 商工費 205,661 179,108 14.8 0.8 0.7

商工振興事務、空き店舗対策事業、小口資金融
資貸付事業等の商工振興費、はごろも祭り・カ
チャーシー大会運営事業、観光振興協会強化対
策事業等の観光費などが計上されます。

  8 土木費 2,917,528 2,783,935 4.8 11.6 11.3

道路の維持、新設、改良事業等の道路橋梁費、
公共施設管理運営費や公園整備事業等の都市計
画費、市営住宅の維持管理や事務運営を行う住
宅費等が計上されています。

  9 消防費 725,266 731,437 ▲ 0.8 2.9 3.0
消防が行う消火、防災、救急等の全ての活動に
係る経費です。消防団事務運営費も計上されま
す。

 10 教育費 3,973,914 3,616,917 9.9 15.8 14.7
小・中学校の義務教育に係る経費、幼稚園費、
社会教育費、保健体育費等教育関係の経費が計
上されています。

 11 災害復旧費 18 18 0.0 0.0 0.0
災害によって生じた被害の復旧に要する費用を
計上する科目です。

 12 公債費 2,440,026 2,480,667 ▲ 1.6 9.7 10.0
市の借金の償還金です。市債の元金、利子償還
金、一時借入金の利子償還金をいいます。

 13 諸支出金 1 1 0.0 0.0 0.0
行政目的を有しない経費のみを計上する科目で
す。普通財産取得費として1千円計上されていま
す。

 14 予備費 40,000 40,000 0.0 0.2 0.2

予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため
のものです。予算は見積もりであることから、
一年間の間に執行との違いが生ずるのは必至で
あり、それを想定した予備費の計上です。

合 計 25,116,000 24,665,000 1.8 100.0 100.0

款 20年度予算 19年度予算
予算構成比

予算の説明伸率



●平成20年度各会計予算                 （単位：千円）

区 分
20年度

当初予算額
19年度

当初予算額
伸率

一般会計 25,116,000 24,665,000 1.8

国民健康保険特別会計 10,651,179 10,650,402 0.0

老人保健医療特別会計 515,215 4,931,055 ▲ 89.6

下水道事業特別会計 1,662,505 1,602,769 3.7

宇地泊第二土地区画
整理事業特別会計

1,536,370 1,578,290 ▲ 2.7

佐真下第二土地区画
整理事業特別会計

416,748 400,676 4.0

介護保険特別会計 3,335,218 3,208,935 3.9

介護老人福祉施設等
特別会計

321,650 318,610 1.0

後期高齢者医療
特別会計

560,705 0 100.0

合　計 44,115,590 47,355,737 ▲ 6.8

市の行う国民健康保険事業に関する会計。国民健康保険税、
国庫支出金、一般会計繰入金が主な収入です。

各会計予算の説明

地方公共団体の行政運営の基本的な経費を網羅した会計。特
別会計で計上される以外のすべてが計上されます。

平成20年4月1日より開始した、後期高齢者医療制度に関する
会計。後期高齢者医療保険料、一般会計繰入金が主な収入と
なっています。

特別養護老人ホーム福寿園、デイサービスセンター福寿園に関
する会計。主な収入はサービス収入です。

介護保険事業に関する会計。主な収入は、保険料、支払基金交
付金、国庫支出金、県支出金、一般会計繰入金です。

佐真下地区の区画整理に関する会計。国庫支出金、一般会計
繰入金、市債が主な収入となっています。

宇地泊地区の区画整理に関する会計。国庫支出金、一般会計
繰入金、市債が主な収入となっています。

宜野湾市の下水道事業の円滑な運営とその経理の適正を図る
ための会計。主な収入は、使用料、国庫支出金、一般会計繰入
金です。

老人保健法による老人医療を行うための会計。支払基金交付
金、国庫支出金が主な収入です。


